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序     文 
 

日本政府は、ケニア共和国政府の要請に基づき、公衆衛生省（Ministry of Public Health and 

Sanitation：MoPHS）を実施主体とする技術協力個別案件（第三国研修）「アフリカ保健システム強

化パートナーシップ」を実施することを決定しました。 

当機構は本件協力を円滑かつ効率的に進めるため、2009年から2010年にわたり協力準備調査を

行い、本件の背景を確認するとともに、ケニア共和国政府と本件協力の実施方針について協議を

重ね、その結果について先方と討議議事録（Record of Discussions：R/D）を締結しました。 

本報告書は協議に基づく今後の協力方針を取りまとめたものです。 

終わりに協議の実施にあたりご協力いただきました関係者の皆様に感謝申し上げるとともに、

今後の一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成23年9月 

 

独立行政法人国際協力機構 
 

ケニア事務所長 加藤 正明 



 

目     次 
 

序 文 

目 次 

略語一覧 

 

第１章 協議要約······································································································································ 1 

 

第２章 協議の経過と概略 ······················································································································ 3 

２－１ 協議目的 ·································································································································· 3 

２－２ JICA側協議団の構成··············································································································· 3 

２－３ 主要面談者 ······························································································································ 3 

２－４ 協議概略 ·································································································································· 3 

 

第３章 実施上の留意点 ·························································································································· 8 

 

付属資料 

１．合意議事録（Minutes of Discussions） ························································································ 11 

２．討議議事録（Record of Discussions）－PDM、PO及び予算表を含む ······································· 13 

３．覚書（Memorandum of Understanding）······················································································· 23 

４．ケニアからの要請書 ···················································································································· 32 

 



 

略 語 一 覧 
 

略 語 英 語 日本語 

AHLMN Africa Health Leadership and Management Network
アフリカ保健リーダーシップマネジ
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AMREF African Medical and Research Foundation 
アフリカ医療研究財団（研修事業を

行う国際保健 NGO） 

CoP Communities of Practice 保健システム強化策の対象領域 

HHA Harmonization for Health in Africa アフリカの援助協調メカニズム 

HSS Health Systems Strengthening 保健システム強化 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MOD Minutes of Discussions 合意議事録 

MoPHS Ministry of Public Health and Sanitation 公衆衛生省 

MOU Memorandum of Understanding 覚書 
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プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 
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R/D Record of Discussions 討議議事録 

TOT Training of Trainers 研修者養成研修 

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 
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第１章 協議要約 
 

アフリカの多くの国においては、2015年までの保健分野ミレニアム開発目標（Millennium 

Development Goals：MDGs）の達成が危ぶまれている。その背景には複数の原因があるものの、保

健サービスの普遍的かつ持続的な提供を支える保健システムの脆弱性、とりわけサービス提供を

担う保健人材の危機的な不足が、最大の原因とされている。アフリカ域内におけるMDGs達成に向

けた取り組みを加速させるとともに、その成果を2015年を超えて自立発展的なものとするために

は、保健人材の育成を含む保健システム強化が必要不可欠と認識されている。 

保健人材の危機において着目されているのは、一義的には保健サービスの提供を現場で担う医

師、看護師、薬剤師、検査技師などの医療専門職である。しかし、持続的な保健システム強化を

めざすためには、保健システムを設計・構築する研究者や中央政府レベルの保健行政官、保健シ

ステムを運営・管理する中央や地方レベルの保健行政官の能力強化が必要である。 

アフリカにおいても保健システムの設計・構築や、運営・管理に係る教育プログラムを提供す

る大学等が増加しているが、それら域内リソースは、ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）、

南アフリカ共和国（以下、「南アフリカ」と記す）、ナイジェリア連邦共和国（以下、「ナイジェリ

ア」と記す）など一部の国に偏在している。また、域内リソースをつなぐネットワーク機関もア

フリカ主導によりいくつか設立されているが、ネットワークを生かした活動は限定的である。さ

らに、世界銀行、米国国際開発庁（United States Agency for International Development：USAID）、独

立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）など、域内リソースと協

力した人材育成事業を行っている援助機関もあるが、全体として体系的・戦略的に推進されてい

ない。 

国境を越えた知識や経験の共有を促進することで、従来の国別の支援を補完・強化することが

期待される。そのためには、国際保健の課題と日本の貢献研究会が提唱した「高等教育機関によ

る国際ネットワークを強化する」アプローチが有効である。アフリカにおいては、既に多数の「高

等教育機関による国際ネットワーク」が設立されている。また、アフリカの援助協調メカニズム

（Harmonization for Health in Africa：HHA）を例として開発援助機関の協調をめざす動きも活発で

ある。JICAは2010年9月にHHAに正式に加盟することで、援助協調メカニズムを活用し、効果的・

効率的な広域プログラムの実施を図っていく。 

本協力は、アフリカにおける持続的な保健システム強化への貢献をめざし、保健医療実務者を

主たる対象とする広域的な人材育成プログラムを実施することを目的としている。具体的には、

①アフリカ域内の既存の高等教育研究機関及びそのネットワーク機関との協力、②他開発パート

ナーとの協調・協働の2つを基本方針としている。 

①に関しては、アフリカにおける保健医療分野の高等教育機関の学術ネットワークであるアフ

リカ保健リーダーシップマネジメントネットワーク（Africa Health Leadership and Management 

Network：AHLMN）の活用を念頭に置き、その事務局を務めるアフリカ医療研究財団（African 

Medical and Research Foundation：AMREF）と協力、また②に関してはHHAを活用して保健システ

ム強化策の対象領域（Communities of Practice：CoP）を進めることとし、いずれの場合もアフリカ

域内を対象とした第三国研修のスキームを中心に実施していくこととする。 

第三国研修として実施するため、技術協力要請書がケニア政府公衆衛生省（Ministry of Public 

Health and Sanitation：MoPHS）より財務省を通じて日本国外務省へ提出され（付属資料4.参照）、
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検討の結果、技術協力個別案件（研修）形態として2011年3月に採択された。本調査では、MoPHS、

AMREF、JICAの間で合意議事録（Minutes of Discussions：MOD）が署名交換され（付属資料1.参

照）、その後討議議事録（Record of Discussions：R/D）が2011年9月6日に署名交換された（付属資

料2.参照）。 
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第２章 協議の経過と概略 
 

２－１ 協議目的 

技術協力個別案件（第三国研修）（以下、プログラムと呼ぶ）のプロジェクト・デザイン・マト

リックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operation：PO）及び実施体制につい

て、ケニア国政府側及びAMREFと合意する。 

 

２－２ JICA側協議団の構成 

 担 当 氏 名 所 属 

1 総括 瀧澤 郁雄 JICA人間開発部保健第一課課長 

2 保健行政 清水 栄一 JICAケニア事務所広域企画調査員（アフリカ国際保健） 

3 保健システム Naphtali Agata JICAケニア事務所保健コンサルタント 

4 協力企画 川村 康予 JICAケニア事務所 所員（保健医療担当） 

 

２－３ 主要面談者 

【MoPHS】Ministry of Public Health and Sanitation 

Dr. Shanaz Sharif Director of Public Health and Sanitation 

Mr. Ibrahim Maalim Senior Deputy Secretary 

【AMREF】African Medical and Research Foundation 

Dr. Peter Ngatia Director, Capacity Building Directorate 

Mr. Nzomo Mwita Technical Specialist 

Ms. Wairimu Njoroge Programme Coordinator 

Mr. Nicholas Kiambi Assistant Programme Coordinator 

 

２－４ 協議概略 

（1）案件名称の変更 

本協力採択時の案件名称に関して、ケニア政府側及びAMREFとの協議のうえ、以下のとお

り変更することが提案された。 

採択時名称： 

（英文）Partnership Project for Development of Human Resources for Health for Sustainable Health 

Systems Strengthening in the Africa Region 

（和文）アフリカ持続的保健システム強化のための広域人材育成パートナーシッププロジェ

クト 

変更名称： 

（英文）Partnership for Health Systems Strengthening in Africa 

（和文）アフリカ保健システム強化パートナーシップ 

主な名称変更理由としては、①短く、かつ協力実施目的を包括的に捉えた名称がふさわし

いこと、②保健システム強化（Health Systems Strengthening：HSS）には人材育成支援の意味

合いが含まれており、Development of Human Resources for Healthは重複しているため省いても
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案件の主旨が失われないこと、③アフリカ地域（in the Africa Region）をアフリカ（in Africa）

に変更しても、本来の主旨が保たれること、などが挙げられる。 

 

（2）案件の概要 

国を単位とする取り組みが基本となる保健システム強化ではあるが、同じような課題に取

り組む他国の事例から学べることは多い。また、各国における中長期的な人材育成や政策立

案の中核となる人材の育成については、アフリカ域内に散らばる技術リソースを集め、世界

的な研究成果や域内の多様な事例を参照しつつ取り組むことの利点が大きい。本協力は、そ

のような中核人材の育成及び彼らの国を超えたネットワークの強化をねらって実施するもの

である。 

本協力は、ケニアを拠点とする第三国研修を中心とし、研修参加者へのフォローアップや

各国での取り組みについての事例研究を組み合わせた協力プログラムである。2009～2010年

に実施されたアフリカ地域保健システム強化（広域）協力プログラム準備調査の結果に基づ

き、既存のアフリカ域内高等教育研究機関ネットワークであるAHLMN加盟国・加盟機関を研

修対象とし、協力期間後半にはAHLMN以外も含むサブ・サハラアフリカ全域へ対象を拡大す

ることを想定している。 

本協力の実施期間は2011年度から2015年度の5カ年である。二国間協力の枠組みとしてケニ

ア政府側実施機関であるMoPHSとJICAとの間でR/Dを締結した。事前協議の結果、MoPHSと

AMREFが覚書（Memorandum of Understanding：MOU）（付属資料3.参照）を締結し、研修の実

施についてAMREFが主たるパートナーとして請け負うことが合意された。なお、AMREFが研

修場所や研修に必要な機材や消耗品を提供し、研修員の渡航や宿泊に関する便宜供与及び講

師の手配などを行う。AMREFはナイロビに拠点を置き、AHLMNの事務局を務めている。 

 

（3）案件の枠組み（別添PDM参照） 

1）協力期間 

2011年9月6日（R/D署名日）～2016年3月31日 

 

2）実施機関 

公衆衛生省（Ministry of Public Health and Sanitation） 

 

3）主要パートナー機関 

African Medical and Research Foundation：AMREF 

 

4）上位目標 

アフリカにおける持続的な保健システム強化をめざし、当分野における域内研修及び学

びの場が促進・調和化される。 

 

5）プログラム目標 

アフリカ各国における持続的な保健システム強化を促進するため、アフリカ域内の既存

の高等教育研究機関ネットワーク及び他開発パートナーとの協調・協働を通じ、保健行政
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官を主たる対象とする広域的な人材育成及び域内ネットワーク強化をめざすものである。 

 

6）成果 

① ステークホルダー・開発パートナー間の調整のためのプラットフォームの構築 

② ステークホルダー・開発パートナー間の多様な技術リソースの知見を反映させ、保健

システム強化策の立案・施行行政官の人材育成に妥当な域内研修プログラムの策定 

③ 策定されたプログラムに基づく域内研修の実施 

④ 第三国研修修了者に対するフォローアップ活動 

⑤ 最新の研究成果や各国での取り組みの事例研究などを組み合わせた研修プログラムの

レビュー・改訂 

⑥ 各国での取り組み事例から良い事例を抽出し、事例研究として文書化及び対外的発信 

 

7）活動 

1-1 ステークホルダー調整会議（3日間）を開催する。 

1-2 保健システム強化策知見・経験共有のためのセミナー（3日間）を開催する。 

2-1 カリキュラム・教材開発ワークショップ（10日間）を開催する。 

3-1 保健システムの能力強化研修〔研修者養成研修（Training of Trainers：TOT）〕を分野・

地域別に行う。 

4-1 研修（HSS-TOT）開催6カ月後のフォローアップ活動を行う。 

4-2 研修（HSS-TOT）を行った国に対して1年に1度フォローアップ活動を行う。 

4-3 研修修了者に対するTracer Studyを行う。 

5-1 カリキュラムの見直し（レビュー）ワークショップを開催する。 

6-1 保健人材能力育成の分野に関するベストプラクティスや教訓を研究分析し、文書化す

る。 

 

8）投入 

日本側投入 

 企画調査員/専門家 

 短期専門家（国内外を含む。必要に応じて招へい） 

 研修実施経費 

相手国側投入 

 カウンターパート人件費 

 日本人専門家のビザ取得など便宜供与 

 AMREFとの委託合意（MOU） 

AMREF側投入 

 カウンターパート人件費 

 研修開催のための会場施設や機材 

 プログラム施行に係わる事務的経費 
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9）経費分担 

MoPHS 

MoPHSは、本協力に携わるスタッフ経費を負担するほか、日本人専門家や研修参加者の

ケニア入国に関する便宜供与を負う。また、サイト視察やスタディツアーが行われる際に

は、国内関係機関との調整コストを負担する。 

AMREF 

AMREFは、本協力に携わるスタッフ経費を負担するほか、研修事業の運営に係わる事務

局関連経費（通信費、光熱費、印刷代など）を負う。 

JICA 

JICAは、本協力の事業費（直接経費のみ）をAMREFに支払い（「第3章 実施上の留意点

（2）」を参照）、AMREFが事業費管理及び会計処理を行う。 

 

10）日本側負担経費（概算） 

5年間で計約243万ドルを予定している。 

 

（4）プログラムの実施プロセス 

初年度はステークホルダー間の調整のためのプラットフォームの構築を目的とした会議を

設定している。開発パートナー主体の調整メカニズムであるHHA及びその活動領域であるCoP

と域内の高等教育研究機関のネットワークであるAHLMNとを結びつけることにより、よりア

フリカ主導の調整メカニズムとすること、それらの調整メカニズムを通じて研修カリキュラ

ムの策定や研修の実施に必要な技術的リソースや研修の実施に必要な追加的資金を確保する

ことを想定している。 

また初年度には、研修カリキュラムの策定や教材の開発を予定している。実施機関とJICA

が対応可能な範囲内で講師陣や教材を確保して実施される通常の第三国研修と異なり、上記

HHAとも連携し、カリキュラム策定段階からアフリカの保健システム強化に係わるさまざま

な開発パートナーや域内の多様な技術リソースの知見を反映させることを意図している。 

研修カリキュラムとして、保健システム強化にはCoPに提唱される領域ごとに設定すること

が考えられる。具体的には、①保健人材、②ガバナンス・保健サービス、③保健情報システ

ム・保健インフラ、④保健財政、⑤医薬品の円滑な供給、の5つの領域である。これらすべて

に対応するコースを一度に立ち上げることは困難である。本協力では、JICAによるアフリカ

域内での支援実績、そしてAMREFによる研修実績を主に考慮し、対象領域としては保健人材、

ガバナンス、保健情報の3領域で行うことが妥当であると考えられる。 

本協力では、協力実施期間内に12回の研修を単領域ごとに行うことが想定されている。定

員に関しては、おおむね7～8カ国から約30名程度、AHLMNメンバー機関または高等教育研究

機関、市民社会団体、保健省の保健システム強化に従事する実務者レベルを1カ国3～4名のチ

ームとして招へいすることを想定する。ケニア側参加者に関しては、3～6名とした。 

AHLMNに所属している機関は2011年9月現時点において14カ国133機関となっている。プロ

                                            
1 （順不同）ケニア、ウガンダ共和国、タンザニア連合共和国、コンゴ共和国、ベナン共和国、コートジボアール共和国、ガーナ共

和国、セネガル共和国、トーゴ共和国、ナイジェリア、ブルキナファソ、南アフリカ、ボツワナ共和国、モザンビーク共和国。 
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グラム開始時の対象国は、AHLMNに所属する該当国を含む英語圏東アフリカ諸国を中心とし、

2013年度以降は中央、南、西アフリカへと対象国を拡大してゆく。カリキュラム及び教材は

英語版を作成したのち、フランス語、ポルトガル語に翻訳する。中間期にはカリキュラム・

教材レビューの機会を作り、必要に応じて地域により適した教材を作成する。 

研修の成果品として国別アクションプランが作成され、研修修了者に対するフォローアッ

プ支援活動をAMREF及びHHA機関と行うことが想定されている。具体的には、電子メール、

電話、テレビ会議等を利用した定期的な情報共有や、アクションプランに基づいて政策提言

をまとめる、巡回指導など各国で研修を行ったりする活動への支援など。 

また、研修成果を促進するため、四半期ごとに各国取り組み事例を収集する。加えて、2013

年度以降は年に一度、Tracer Studyとして研修修了国・機関への進捗状況を把握するための調

査を行う。調査結果に基づき、事例研究としての文書化や国際会議で発表を行うなど対外的

な発信に務める。本協力の中間時と終了直前時には、各国の成果や教訓を共有することを目

的としたステークホルダー会議を開催する予定である。 

四半期ごとに一度はMoPHS、AMREF、JICAで実行計画の進捗や予算を確認し、必要があれ

ばPDMやPOの変更を検討する。また、最終年度は主に評価と文書化を中心とした活動とし、

ステークホルダー会議時に本協力における成果文書を発表し、また各国の実績を共有する場

を設ける。 
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第３章 実施上の留意点 
 

（1）本研修は国際NGOであるAMREFとの連携を第三国研修の枠組みの下で行うことを意図する

ものである。第三国研修の形を取るためにMoPHSをケニア政府側実施機関に選定、合意され

ている。AMREFは主（コア）パートナーという位置づけであるが、実体的には会計管理を含

め、AMREFが本協力の実施を負う。しかしながら、JICAのケニア側実施機関として実質的な

関与が望まれるため、MoPHSには四半期ごとに予定している定期協議（Steering Committee 

Meeting）への参加、本研修への出席及びケニアの取り組み等の事例紹介、研修時のサイト視

察等の便宜などが期待される。 

 

（2）プログラム実施に係わる直接経費はMoPHSを通さずAMREFの口座に振り込まれ、AMREF

が会計責任を負う。通常であれば、JICAが支援する研修経費についてはMoPHSを通じて支出

されるべきものであるが、今回のケースにおいてはその実質的関与が極めて限られているこ

と、支出費目の大半が研修経費であることから、AMREFに資金管理を依頼することで合意さ

れた。 

AMREFが年間活動計画に沿う研修経費見積もりをJICAに提出し、JICAは見積もりを精査後、

AMREFへ概算払いを行う。活動または研修終了後、AMREFはJICAに支出費目の詳細及びレ

シートを提出する。残高はJICAへ払い戻しする。日当宿泊費、旅費など活動経費に関しては、

JICAの会計規則に原則従うこととする。 

 

（3）本協力は、研修実施以外にも保健システム強化に係るアフリカ域内での国境を越えた学び

合いを促進するためさまざまな取り組みが想定されている。具体的には、Tracer Studiesと称さ

れる研修を受けた国や機関のアクションプランの施行状況の調査、巡回指導等による研修修

了者へのフォローアップ、各国での実際の経験に基づいてカリキュラムや教材の内容を充実

させていくためのレビュー会議、各国取り組みの事例研究及び文書化、国際会議を開催し成

果や教訓などの共有の場を設けるなど。 

 

（4）保健システムを強化するためには、保健行政官の育成だけではなく、現場で働く保健サー

ビス提供者の育成や、制度構築、インフラ整備、医薬品の円滑な供給など、さまざまなボト

ルネックを解消する必要があり、そのための投資も必要である。これら取り組みは、それぞ

れの状況に合わせて各国ごとに推進されるべきものである。本協力は、そのような国レベル

での直接的なインパクト発現をねらったものではない。国レベルでの具体的なインパクト発

現をねらった支援については、別途、各国事務所がそれぞれの政府と協議しつつ形成される

必要がある。 

 



付 属 資 料 

 

１．合意議事録（Minutes of Discussions） 

 

２．討議議事録（Record of Discussions）－PDM、PO及び予算表を含む 

 

３．覚書（Memorandum of Understanding） 

 

４．ケニアからの要請書 
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